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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の
ポイント
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報酬改定率について
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令和６年度 障害福祉サービス等報酬改定率

令和６年度 介護報酬改定率

＋１.１２％

＋１.５９％ うち処遇改善分 ０.９８％
その他改定 ０.６１％

令和６年度 診療報酬改定率

本体 ＋０.８８％ 薬価・材料価格 ▲１.００％

改定率の外枠として処遇改善加算の一本化による賃上げ効果や、
光熱水費の基準費用額による介護施設の増収効果として、
＋0.45％相当の改定が見込まれ、合計＋２.０４％相当となる見込み

改定率の外枠で処遇改善加算の一本化の効果等があり、
それを合わせれば改定率＋１.５％を上回る水準となる見込み





賃金構造基本統計調査による障害福祉関係分野の賃金推移
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全産業平均（役職者抜き） 障害福祉関係分野の職員

10.2万円の差 9.5万円の差

＋0.８万円

＋0.６万円

H21.4

処遇改善に重

点をおいた改

定

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」に基づき障害福祉課において作成。

注１）賞与見込み給与は、調査年の６月分として支払われた給与に調査年の前年の１月から12月分の賞与の1/12を加えて算出した額。

注２）障害福祉関係分野の職員について、平成21年～令和元年は「保育士」、「ホームヘルパー」、「福祉施設介護員」を加重平均したもの。

令和２年～令和５年は「保育士」、「訪問介護従事者」、「介護職員（医療・福祉施設等）」を加重平均したもの。

（万円）

6.５万円の差
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創設
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｢障害福祉現場における物価高騰・賃上げ等の状況調査｣

調査結果の公表
令和６年１０月２日

公益財団法人 日本知的障害者福祉協会

社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国社会就労センター協議会

社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国身体障害者施設協議会

日本知的障害者福祉協会･全国社会就労センター協議会･全国身体障害者施設協議会は、障害

児者の生命を守り、希望する生活を支援する施設・事業所を会員とする団体である。

このたび三団体合同で「障害福祉現場における物価高騰・賃上げ等の状況調査」を実施した。

1,343の会員施設・事業所の回答結果を公表する。

調査結果による物価高騰の影響は、上昇・高止まり傾向であることが見てとれる。

そして特に、障害福祉従事者の処遇実態に注目した。

各施設・事業所での処遇改善加算の活用と経営努力により、給与面の待遇は上昇傾向にあ

ると見てとれるが、賃上げ実態や平均給与は、企業春闘の回答や人事院勧告による改善に遠

く及ばない。

民間企業の平均給与との差額50万円超の格差を埋めることは非常に難しい。他産業との人

材確保競争が厳しくなるなか、医療･福祉を学んだ有資格者が経済的理由で他産業に流出する

ことは、専門性を維持し質を担保するうえで大きな損失であり、強い危機感を表明する。



｢障害福祉現場における物価高騰・賃上げ等の状況調査｣ 結果について

１．今回の調査では、処遇改善加算の拡充により、正職員の賃上げ額は前年度比59％増

の7,779円、賃上げ率は3.18％であった。

新加算「福祉・介護職員等処遇改善加算」の取得率は全体の95.9％であり、最も加算単位数

の高い同加算(Ⅰ)を約８割に上る事業所が取得した。しかしながら賃上げ額・賃上げ率は、

7,779円・3.18％増のアップにとどまる。

２．一方で、連合調査では春闘引き上げ率5.1％（中小企業4.45％）と、1991年以来33

年ぶりに5％を超える高い水準となった。

また人事院勧告による給与改善も顕著である。他産業との賃金格差は拡大傾向で埋

めることは難しく、人材確保の困難さと人材流出に拍車をかける。

国税庁「令和５年分民間給与実態統計調査」結果にみる全業種の平均給与は460万円である一方、
医療・福祉業種の平均給与は404万円である。平均給与額50万円超の賃金格差を埋めることは
非常に難しい。

さらに、令和６年８月の人事院勧告は「民間企業の賃上げの状況を反映し」て、定期昇給分に
ベースアップ分2.76％（全体平均で11,183円）を加え4.4%の給与改善と発表された。

これでは民間企業の給与や人事院勧告の給与改善には到底追いつけない。

とくに有資格者などが経済的理由で他産業に流出することは、専門性を維持し質を担保するう
えで大きな損失である。

３．サービスの質を維持し担保するためには、人材の確保が喫緊の課題である。早急に

全産業と遜色のない水準までのさらなる賃上げ策が必要であり、現状に強い危機感を

表明する。



「障害福祉現場における物価高騰・賃上げ等の状況調査」結果

令和6年10月２日
公益財団法人 日本知的障害者福祉協会

社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国社会就労センター協議会
社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国身体障害者施設協議会

１ 調査概要

令和6年8月20日～9月6日、日本知的障害者福
祉協会、全国社会就労センター協議会および全国
身体障害者施設協議会に所属する施設・事業所を
対象に調査を実施し、1,343事業所が回答。

２ 物価高騰関係

サービス類型 比率

日中活動系 39.1%

訓練系・就労系 16.3%

施設系 15.5%

相談系 12.2%

居住支援系 6.5%

障害児系 6.0%

訪問系 4.3%

回答した事業所のサービス類型別の構成比率

（ア）光熱水費

注：集計に当たっては、一部、外れ値を除外した。

(イ) 給食用材料費・給食委託費

年月 平均支出額 増加率

令和4年6月 552,227円

令和5年6月 563,766円 2.1%

令和6年6月 558,215円 -1.0%

年月 平均支出額 増加率

令和4年6月 1,242,265円

令和5年6月 1,291,264円 3.9%

令和6年6月 1,309,331円 1.4%



３ 賃上げ関係

（ア）福祉・介護職員等処遇改善加算（新加算）の取得状況（令和6年6月）

加算（Ⅰ） 79.1%

加算（Ⅱ） 5.1%

加算（Ⅲ） 7.7%

加算（Ⅳ） 2.1%

加算（Ⅴ） 1.8%

なし 1.6%

加算対象外 2.5%

(イ) 正社員の賃上げ額（月額）

賃上げ額 賃上げ率（※１）

ベア分 ベア分

令和5年度 4,899円 2,072円 2.04% 0.86%

令和6年度（※２） 7,779円 4,063円 3.18% 1.66%

※１：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」に基づく障害福祉分野の令和4年所定内給与240,100円及び令和5年
所定内給与245,000円に基づき算出。

※２：令和６年度処遇改善加算の活用状況は以下のとおり。
・加算の全額を令和6年度分の賃金改善に充てた（予定） 86.8%
・加算額の一部を令和7年度に繰り越した（予定）  12.1%
・加算なし 1.1%



令和6年度障害福祉サービス等報酬改定についてのポイント
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○基本報酬等

・日額制からサービス提供時間別の報酬へ変更

サービス提供時間別（4時間未満、4～5時間、・・・・・８～9時間）の区分設定

▲サービス提供時間を考慮した職員配置とする

▲短時間利用者や、長時間の送迎が必要な利用者への配慮規定を設ける

・報酬上の定員区分の変更

現行の20人ごとの報酬設定を10人ごとの設定に変更（施設入所支援と同様）

○各種加算等

・延長支援加算の拡充

・人員配置体制加算の拡充 現行の1.7対１ の配置を上回る1.5対１の上位区分を設定

・食事提供体制加算の継続（条件付き）

栄養士（外部委託可）が献立作成に関わる、摂食量の記録、定期的な体重測定とBMIの記録等

・福祉専門職員配置等加算の拡充

福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）または（Ⅱ）と（Ⅲ）との併給を可能とする

・入浴支援加算の新設

・重度障害者支援加算の見直し

（21～２２ページ参照、生活介護、短期入所、グループホームも同様）

＜各事業における個別の事項＞

【生活介護】



生活介護：総費用、利用人数、1人当たり費用額

出典：国保連
           データ

注：値は各３月
分の平均値

68,239 68,367 69,551 65,286 69,728 68,998 69,862 68,818 72,512 71,709 72,662 69,835 75,755 76,433 
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生活介護：総費用、事業所数、1事業所当たり費用額

出典：国保連
           データ

注：値は各３月
分の平均値

68,239 68,367 69,551 65,286 69,728 68,998 69,862 68,818 72,512 71,709 72,662 69,835 75,755 76,433 
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○指定基準関係

・すべての入所者に対して地域移行及び施設外の日中活動利用の意向を確認し、希望に応じた

サービス利用にしなければならないことを指定基準に規定する

地域移行及び施設外日中サービスの意向確認を行う担当者を専任する

意向確認のマニュアルを作成する（14ページ参照）

令和6年度から努力義務化、令和8年度から義務化し減算対象とする

〇送迎加算の拡充

・施設入所支援入所者についても、障害者支援施設と隣接していない日中活動系の事業所

への送迎を加算の対象とする

  ○基本報酬等

・報酬上の定員区分の変更

現行の20人ごとの報酬設定を10人ごとの設定に変更（生活介護と同様）

○地域移行の推進に関する評価（第7期障害福祉計画の入所定員５％削減を受けて）

・地域移行への動機づけに関する評価

グループホーム等の見学や食事利用、地域活動への参加等を行った場合に評価

・地域移行の実績に関する評価

障害者支援施設から地域へ移行した者がいる場合、新たに加算で評価

【施設入所支援】
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○医療的ケアや重度化高齢化、医療機関との連携強化、感染症対応力の向上

・重度障害者支援加算の見直し

・「夜間看護体制加算」の見直し

・医療機関への通院支援に関する評価

・末期の悪性腫瘍の利用者に対する医療提供

・介護ロボット等の見守り機器を導入している事業所の夜勤職員配置体制加算の要件緩和

・医療機関との連携強化・感染対応力の向上（グループホーム、障害児入所施設も同様）

運営基準を見直し、 協定締結医療機関と連携し、新興感染症発生時等における対応を取り

決めることを努力義務化（一定の要件を満たしている場合には加算で評価）

新興感染症等の発生時に施設内療養を行う場合の評価

○補足給付

・補足給付の基準費用額の見直し

○今後の在り方

・障害者支援施設の今後の在り方についての検討

令和6年度に調査研究の実施や国に検討の場を設けて議論しその結果を踏まえ

令和9年度の報酬改定等で対応することを検討



障害者支援施設における支援者のための地域移行等の意向確認マニュアル
～地域移行等意向確認等に関する指針作成のためのマニュアル～

令和７年３月

PwCコンサルティング合同会社

http://www.aigo.or.jp/member/0404manyuaru.pdf
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施設入所支援：総費用、利用人数、1人当たり費用額

出典：国保連
           データ

注：値は各３月
分の平均値

17,021 17,295 17,308 16,889 17,116 17,283 17,684 17,314 17,618 17,789 17,817 17,577 19,912 21,029 
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施設入所支援：総費用、事業所数、1事業所当たり費用額

出典：国保連
           データ

注：値は各３月
分の平均値

17,021 17,295 17,308 16,889 17,116 17,283 17,684 17,314 17,618 17,789 17,817 17,577 19,912 21,029 
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総費用 事業所数単位:百万円 単位：箇所
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単位:千円
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○希望する一人暮らしに向けた支援の充実

・入居中及び退去後の定着に向けた支援の評価

既存の類型の枠内において共同生活住居単位で一人暮らしに向けた支援を実施する事業所を

       評価する（自立生活支援加算の創設）

※住居単位で以下の支援の実施を公表したうえで一定期間内に集中的に支援する

○支援の実態に応じた基本報酬の見直し

・支援内容や収支状況の調査結果を踏まえ、支援の実態に応じた報酬への見直し

基本報酬の見直し（区分６は引上げ、区分５～区分２は引下げ）

サービス提供時間の実態に応じた報酬への見直し（常勤職員の勤務時間を40時間で換算）

【グループホーム】

・入居前に一人暮らしに向けた専門的な支援を実施する住居に入居することを本人に説明し、事業所が

丁寧な意思決定支援のプロセスに関わる。

・専門職を配置し、住居の確保に向けた支援や利用者同士のグループワークなど、一人暮らしに向けた

計画的な支援を提供する。

・退去後の支援として、相談支援や新住居における在宅支援チームへの引継ぎなどを行う。
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○「日中支援加算」の拡充

支援の実態に応じて、現行の3日目からの評価を初日からの評価へ拡充する

○グループホームにおける支援の質の確保

・外部の目を入れる取組の導入

介護保険サービスの運営推進会議を参考に、地域の関係者等の外部の目を定期的に入れる取

組（地域連携推進会議（R７年度義務化））を導入する

・食費等の取扱など会計に関する諸記録の明確化

会計に関する諸記録に利用者から徴収した食材費等が含まれることや徴収した額を適切に管

       理することを明示する（実費として徴収する他の費用も同様）

・グループホームの支援に関するガイドラインの策定等

上記ガイドラインの策定や管理者、従業者等に対する資格要件、研修の導入等について検討

○事業所指定の在り方

・地域の実態や地域移行の状況を踏まえた事業所指定

総量規制の在り方も含め、サービス提供が計画的かつ効果的に行われる方策について検討



共同生活援助（介護サービス包括型 )：総費用、利用人数、1人当た
り費用額

20

22,225 23,121 23,834 23,692 24,822 25,611 26,765 26,859 28,109 29,047 29,885 30,098 30,875 

125,547 128,330 131,176 133,021 136,123 138,473 141,407 144,118 147,574 150,406 153,384 156,064 160,016 
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総費用 利用人数単位:百万円 単位：人

177,028 180,170 181,696 178,106 182,351 184,954 189,280 186,365 190,475 193,126 194,835 192,855 192,948 
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１人当たり費用額
単位:円

出典：国保連
           データ

注：値は各３月
分の平均値



共同生活援助（介護サービス包括型 )：総費用、事業所数、1事業所
当たり費用額
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22,225 23,121 23,834 23,692 24,822 25,611 26,765 26,859 28,109 29,047 29,885 30,098 30,875 
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出典：国保連
           データ

注：値は各３月
分の平均値
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【生活介護・施設入所支援・短期入所・共同生活援助・放課後等デイ・障害児入所支援】

○強度行動障害を有する者の受入体制の強化

・障害支援区分６、又は行動関連項目の合計点が18点以上の利用者の報酬上の更なる評価

生活介護・施設入所支援の場合

障害支援区分６→ （180単位＋１８０単位）

行動関連項目18点以上（※）→ （180単位＋１５０単位）

（※） 行動関連項目18点以上の者を受入て中核的人材が作成する支援計画シートにより適切支援を行った場合

・強度行動障害者の受入初期のアセスメント等の評価

グループホームにおける受け入れ体制を強化するため、利用者の状態や環境の変化に適応す

るための初期のアセスメント等を評価する

〇算定要件の見直し
・強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者の加配要件を廃止し、生活支援員に占める強度
行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者の割合での評価とする。
（現 行） 基準及び人員配置体制加算の配置数に加えて配置される基礎研修修了者１人（４

時間程度以上）につき、利用者５名まで算定可能
（見直し後）生活支援員のうち基礎研修修了者の割合が20％以上

○状態が悪化した強度行動障害を有する児者への集中的支援

高度な専門性により地域を支援する人材（広域的支援人材）が、事業所等を集中的に訪問等（地

域外からの助言指導を含む）し、適切なアセスメントと有効な支援方法の整理を共に行い環境

調整を進めていく、いわゆる「集中的支援」について評価する。

【強度行動障害を有する児者への支援体制の充実】



令和６年度報酬改定前（令和６年４月以前）の「重度障害者支援加算」 【参考】

23

生
活
介
護
・
施
設
入
所
支
援

重度障害者支援加算（Ⅱ）

体制加算 7単位
実践研修修了者が支援計画シート当
の作成を行う体制を評価
・区分４以上かつ行動関連項目１０
点以上の利用者が１人以上利用して
いる
・実践研修修了者を１以上配置し、
支援計画シート等を作成

個別支援 １８０単位
基礎研修修了者が支援計画シート等
に基づく個別支援を評価
・人員配置基準（人員配置体制加算
を算定している場合は要件となる人
員配置を含む）に加え、基礎研修修
了者を１以上配置
・基礎研修修了者１人の配置（４時
間程度は従事する必要）につき、利
用者５人まで算定可

初期加算５００単位
個別支援を開始した
日から１８０日以内
の手厚い支援を評価

短
期
入
所

重度障害者支援加算

受入加算 ５０単位
区分６かつ行動関連項目１０点以上の
受入を評価

受入評価に＋１０単位
基礎研修修了者が支援を行った場合
の加算

共
同
生
活
援
助

重度障害者支援加算(Ⅰ) 重度障害者支援加算(Ⅱ)

受入・体制評価 ３６０単位
・区分６かつ行動関連項目１０点以
上の受入
・常勤換算方法で生活支援員を加配
・実践研修修了者等が支援計画シー
ト等を作成
・生活支援員のうち２０％以上が基
礎研修修了者等

受入・体制評価 １８０単位
・区分4以上かつ行動関連項目１０点
以上の受入
・常勤換算方法で生活支援員を加配
・実践研修修了者等が支援計画シー
ト等を作成
・生活支援員のうち２０％以上が基
礎研修修了者等
※（Ⅰ）との併給不可
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○平均工賃の水準に応じた報酬体系の見直し

よりメリハリをつけた報酬設定に見直す（高い工賃を支給している事業所を評価）

○「利用者の就労や生産活動への参加」をもって一律に評価する報酬体系の見直し

収支差率を踏まえて基本報酬を見直す

○人員配置の見直し

手厚い人員配置をした場合の評価として、 ６：１ の報酬体系を創設する

○平均工賃月額の算定方法の見直し

障害特性等により利用日数が少ない利用者を受け入れている事業所が不利になら

ないよう、平均利用者数を用いた新しい計算方式を導入する

○目標工賃達成指導員配置加算の算定事業所のさらなる評価

目標工賃達成指導員配置加算の算定事業所が、工賃を実際に向上させた場合に加算で評価

【就労継続支援B型】
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○就労選択支援の目的

働く力と意欲のある障害者に対して、障害者本人が自分の働き方を考えることをサポートする。

    就労継続支援を利用しながら就労に関する知識や能力が向上した障害者には、本人の希望も重

    視しながら、就労移行支援の利用や一般就労等への選択の機会を適切に提供する。

○就労選択支援の内容

・作業場面等を活用した状況把握を行い、本人の強みや特性、本人が望む方向に進む上で課題

     となること等について、本人と協同して整理する。

・アセスメント結果は、本人や家族、関係者等と共有し、その後の就労支援等に活用できるように

     する。

※その過程の結果として、就労系障害福祉サービスの活用を含めた進路について本人が決定していくこと

          を支援する。そのため、就労選択支援は就労の可否の判断や、どの就労系障害福祉サービスを利用するか

          の振り分けを行うものではない。

・就労選択支援利用後の就労支援等においてアセスメント結果が効果的に活用されるよう、計画

     相談支援事業所や市町村、ハローワークとの連携・調整を行う。

【就労選択支援】 ★新サービス
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○就労選択支援の支給決定期間

・1か月を原則とする。

※自己理解の改善に向け、1か月以上の時間をかけた継続的な作業体験を行う必要がある場合は、2か月の

        支給決定を行う

※就労選択支援の内容のうち、「作業場面等を活用した状況把握」は、原則1か月の支給決定期間を踏まえ、

       2週間以内を基本とする

○就労選択支援の人員配置・要件

・就労選択支援員を配置（１５：１以上）し、利用者へのサービス提供時間に応じた配置とする。

・就労移行支援または就労継続支援と一体的に実施する場合は、職員及び管理者が兼務できる。

・短期間のサービスであり、個別支援計画の作成は不要であるため、サビ管の配置は求めない。

・就労選択支援員の要件は、就労選択支援員養成研修の修了する。

※就労選択支援員養成研修の受講要件は、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構等が実施する基

礎的研修（令和７年度開始予定）の修了や就労支援の一定の経験を有すること。

※基礎的研修の実施状況を踏まえ、当面の間（令和９年度末までを想定）は、現行の就労アセスメント実施等

の一定の経験を有し、基礎的研修と同等以上の研修の修了者も受講可能とする。

○事業の実施主体

過去3年間に3人以上、通常の事業所に障害者を雇用させている以下の事業者等とする

・就労移行支援事業所、就労継続支援事業所、障害者就業・生活支援センター事業受託法人等

※同一市町村内に就労選択事業所がない場合は、以下の事業者についても都道府県が認めることを想定

過去10年間の連続する３年間に３人以上の利用者を雇用させている事業者
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○就労選択支援の対象者

※特別支援学校在学者の就労選択支援

・より効果的な就労選択支援に資するアセスメントを実施するため、3年生以外の特別支援学校高等部の各

       学年で実施することを可能とする。

・在学中に複数回実施することを可能とする。

・職場実習のタイミングでの就労選択支援も実施可能とする

対象者
新たに利用する意

向がある障害者

支給決定の更新の

意向がある障害者

就

労
継

続

支
援

Ｂ

型

現行の就労アセスメント対象者

（下記以外の者）

令和７年10月から

原則利用

希望に応じて利用

・50歳に達している者又は

障害基礎年金1級受給者
・就労経験ありの者

(就労経験がある者であって、年

齢や体力の面で一般企業に雇用
されることが困難になった者)

希望に応じて利用

就労継続支援Ａ型
令和９年４月から

原則利用

就労移行支援 希望に応じて利用

令和９年４月から原則利用

（標準利用期間を超えて更
新を希望する者）
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○障害者虐待防止及び身体拘束適正化の徹底

・障害者虐待防止措置未実施事業所への報酬上の対応

障害者虐待防止措置を未実施の障害福祉サービス事業所等に対し、現在の身体拘束廃止未実

       施減算を参考に報酬上の対応を行う

※令和4年度から、障害者虐待防止措置（①従業者への研修実施、②虐待防止委員会の設置、 ③虐待防止

         責任者の設置）が義務化されている

・身体拘束廃止未実施減算の減算額の見直し

施設・居住系サービス（障害者支援施設、療養介護、障害児入所施設、グループホーム、宿泊型

      自立訓練）については、介護保険制度の取組を参考に減算額を見直す

※令和４年度から、身体拘束を行う場合の記録の義務化に加え、①身体拘束適正化委員会の定期的開催、

         ②指針の整備、③従業者への研修実施が義務化されている

・指定基準の解釈通知の修正

指定基準の解釈通知において、以下について規定する

・虐待防止委員会や身体拘束適正化委員会において外部の第三者や専門家の活用に努めること

・障害福祉サービス事業所等の管理者及び虐待防止責任者が、都道府県の実施する虐待防止研

       修を受講することが望ましいこと
   
      ※国において、虐待防止委員会や身体拘束適正化委員会における外部の第三者や専門家の活用の好事例の
          周知を図ることを検討

【虐待防止・権利擁護】
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○意思決定支援ガイドラインを踏まえた指定基準等の見直し

・相談支援及び障害福祉サービス等の指定基準に、以下を明記する。

「事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の意思決

        定の支援に配慮するよう努めなければならない」

・意思決定支援ガイドラインの内容※を相談支援及び障害福祉サービス等の指定基準及び解釈通

      知に反映させる。

※意思決定支援に必要なアセスメント、その結果を反映したサービス等利用計画等の作成及び記録等

・サービス等担当者会議や個別支援会議への本人参加の原則化

相談支援及び障害福祉サービス事業等の指定基準において、相談支援専門員が開催するサー

       ビス担当者会議及びサービス管理責任者が開催する個別支援会議について、本人の心身の状

       況等によりやむを得ない場合を除き障害者本人の参加を原則とし、会議において本人の意向

       等を確認する。

○障害児支援におけるこどもの最善の利益の保証

障害児支援において、障害児等の意思の尊重、こどもの最善の利益の優先考慮の下で、障害児

       支援利用計画や個別支援計画の作成、個別支援会議等の実施、支援の提供をすすめることを求

       める

【意思決定支援の推進】
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○質の高い相談支援を提供するための充実・強化

・「機能強化型」事業所の基本報酬の見直し

質の高い相談支援事業所の整備を推進するため、一定の人員体制や質を確保する

「機能強化型」の基本報酬を見直す

・「機能強化型」の算定要件の緩和

「複数事業所が共同で体制を確保」の要件について、現行の地域生活支援拠点である場合に

加え、拠点等と連携し、かつ協議会の構成員である場合について対象とする

・「主任相談支援専門員配置加算」の拡充

地域の相談支援の中核的な役割を担っている相談支援事業所において主任相談支援専門

        員が地域の相談支援事業の従事者に助言指導を行う場合に評価する

・「地域体制強化共同支援加算」の拡充

地域生活支援拠点等と連携し、かつ協議会の構成員となっている相談支援事業所である場

        合も対象とする

【相談支援】

★地域生活支援拠点等の機能の充実

・計画相談支援や地域移行支援等のサービスを一体的に提供し、かつ、地域生活支援拠点等の

     委託を受けた相談支援事業者において、情報連携等のコーディネート機能を担うことについて

     評価する



機能強化型（相談支援事業）の報酬 【現行】
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計画相談
機能強化型サービス利用支援費

（Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅲ） （Ⅳ）

1,864単位 1,764単位 1,672単位 1,622単位

モニタリング
継続サービス利用支援費

（Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅲ） （Ⅳ）

1,613単位 1,513単位 1,410単位 1360単位

参考：サービス利用支援費（Ⅰ）1,522単位 サービス利用支援費（Ⅱ）732単位

継続サービス利用支援費（Ⅰ）1,260単位 継続サービス利用支援費（Ⅱ）606単位

＜機能強化型の対象となる事業所＞
・公正中立性を確保し、サービス提供主体から実質的に独立した事業所であること。
・常勤かつ専従の相談支援専門員が配置され、どのような支援困難ケースでも適切に支援できる体制が整備さ
れており、市町村や基幹相談支援センター等との連携体制が確保されているほか、協議会との連携や参画が強
く望まれること。

＜機能強化型の算定要件の概要＞
①常勤かつ専従の相談支援専門員を2名以上配置かつ1名以上が現認研修修了者※
②利用者情報又はサービス提供にあたっての留意事項に係る伝達のための会議の定期開催
③24時間連絡体制の確保と必要に応じて利用者等の相談に対応する体制の確保
④新規採用した全ての相談支援専門員に現認研修を修了した相談支援専門員の同行研修の実施
⑤基幹相談支援センター等から支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な事例に係る
者に相談支援を提供している
⑥基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加している
⑦指定特定相談支援事業所において指定サービス利用支援又は継続サービス利用支援を提供する件数が1か月
間において相談支援専門員1人あたり40件未満
※①については、常勤専従の相談支援専門員の人数に応じて（Ⅰ）～（Ⅳ）の算定となる。
（Ⅰ）4名以上（Ⅱ）3名以上（Ⅲ）2名以上。（Ⅳ）は（Ⅲ）と同様だが常勤要件なしで現認研修修了者が
1名以上常勤専従であること。
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・モニタリング期間（頻度）の柔軟化

地域移行に向けた意思決定支援の推進やライフステージの変化が著しい児童期など、

        モニタリング期間をより短く設定することが望ましい場合を追加する

・障害者支援施設又はグループホーム利用者で、地域移行や一人暮らし等の意思が明確化

する前の段階で、居住の場の選択に丁寧な意思決定支援を要する人

・重度障害等により意思決定支援のために頻回なかかわりが必要な人

・ライフステージの移行期にある障害児や、複数の事業所を利用する等により発達障害や

家族支援に係る連絡調整等が頻回に必要となる障害児 など

・各サービスの個別支援計画の共有

指定基準で各サービスの個別支援計画の相談支援事業所への情報提供を義務化

○相談支援人材の確保とICTの活用

・「機能強化型」事業所への「相談支援員」の配置

「機能強化型」事業所かつ主任相談支援専門員の指導助言を受ける体制が確保されている

        場合、常勤専従の社会福祉士または精神保健福祉士である者を新たに「相談支援員」として

        位置づけ、サービス等利用計画・障害児支援利用計画の原案の作成及びモニタリングが行え

        るように指定基準を見直す。

・オンライン面談の活用

以下の加算要件の「利用者の居宅訪問」の一部をオンライン面談可能とする

・「初回加算」 契約の締結から4か月目以降に月2回以上訪問した場合

・「集中支援加算」 計画作成月・モニタリング月以外に月2回以上訪問した場合
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○医療等の多様なニーズへの対応

・医療等の他機関連携のための各種加算の見直し

医療等の他機関連携のための各種加算について、他機関連携の推進や業務負担を適切に評

        価する観点から、加算の対象となる場面や業務、算定回数などの見直しを行う。

        具体的には以下のとおり。

・「医療・保育・教育機関等連携加算」については、モニタリング時も評価する

・「医療・保育・教育機関等連携加算」と「集中支援加算」は、以下の拡充を行う

・利用者の通院の同行や関係機関に障害者の状況を情報提供する場合も含む

・連携の対象に訪問看護事業所を加える

・算定回数などの評価を見直す

・上記以外の関係機関への訪問や情報提供を評価する加算についても評価の見直しを検討

           する

・医師意見書の活用

本人の同意を得た上で、相談支援事業所がサービス利用等計画案・障害児支援利用計画案

        の作成に活用できる旨を周知する

・「要医療児者支援体制加算」等の見直し

「要医療児者支援体制加算」等について、実際に医療的ケアを必要とする障害児者等に対し

        て支援を行っている事業所について、それ以外の事業所と差を設け、メリハリのある評価と

        する
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○機能強化等による地域の支援体制の充実

・障害特性にかかわらず身近な地域で支援を受けられる体制の整備

「福祉型」と「医療型」の類型の一元化

福祉型の3類型（障害児、難聴児、重症心身障害児）の区分の一元化

※一元化後の新たな基準と報酬は、現行の「福祉型」を参考に設定し、難聴児や重症心身障害児について

            は現行基準の体制も含めて評価

・児童発達支援センターの機能・運営の強化

専門人材を配置し地域の中核的役割を担うセンターを「中核拠点型」と位置付け、体制や取

         組に応じて評価する

※児童発達支援センター未設置の地域においては、センター以外の事業所が中核的役割を担う場合に

              一定の評価を行う

【児童発達支援センター】

○総合的な支援の推進

・適切なアセスメントの実施とこどもの特性を踏まえた支援の確保

5領域（「健康・生活」「運動・感覚」「認知・行動」「言語・コミュニケーション」「人間関

係・社会性」）をすべて含めた総合的な支援の提供を基本とする

※5領域とのつながりを明確化した事業所全体の支援内容のプログラムの策定と公表を求めるとともに、

               未実施の場合は報酬を減算する

【児童発達支援・放課後等デイサービス】※記載のないものは共通
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・基本報酬の見直し

極めて短時間の支援は算定対象から原則除外し、個別支援計画に定めた個々の利用者の支

        援時間に応じた区分を設ける

・預かりニーズへの対応として長時間の支援については「延長支援加算」で評価

※延長時間帯は2人以上の職員配置を求め、児童発達支援管理責任者による対応も認める方向

・「児童指導員等加配加算」の見直し

経験年数に応じた評価に変更

・専門職による支援の評価は「専門的支援加算」で評価

・「専門的支援加算」と「特別支援加算」の統合

「専門的支援加算」と「特別支援加算」を統合し、2段階で評価

・専門的支援を提供する体制と、専門人材による個別・集中的な支援の評価

○関係機関との連携の強化

・関係機関連携加算（Ⅰ）の拡充

対象となる機関に医療機関や児童相談所を含める。個別支援計画作成時以外に情報提供を

         行った場合も評価する。

   ・セルフプランで複数事業所を併用する児の情報連携の評価

事業所間でこどもの状態や支援状況の共有等の情報連携を行う場合の評価・取組みを推進

        するため、自治体から障害児支援利用計画（セルフプラン）を事業所に共有、または事業所か

        ら個別支援計画を自治体に共有する仕組みを検討
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○将来の自立に向けた支援の充実 ※放課後等デイサービスのみ

・通所や帰宅の機会を利用して自立に向けた支援を計画的に行った場合に評価

・高校生について、学校や地域と連携し学校卒業後の生活を見据えた支援を行った場合に評価

○医療的ケア児・重症心身障害児への支援の充実

・認定特定行為従事者による支援の評価の見直し

・主として重症心身障害児を通わせる事業所の評価の見直し

・医療的ケア児や重症心身障害児に発達支援と併せて入浴支援を行った場合の評価

・医療的ケア児や重症心身障害児の送迎を、こどもの医療濃度等も踏まえて評価

・共生型サービスで医療的ケア児への支援を行った場合に評価

○強度行動障害を有する児への支援の充実

・「強度行動障害児支援加算」の充実

支援スキルのある職員の配置や支援計画の策定等を求めて評価を充実する

放課後等デイサービスにおいては、行動障害の状態がより強い児に対して支援を行った場

          合の評価の見直しを行う

・「個別サポート加算（Ⅰ）」の充実

放課後等デイサービスにおいて、強度行動障害の知識のある職員が支援を行った場合の評

         価を充実する
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○ケアニーズの高い児への支援の充実

・「個別サポート加算（Ⅱ）」の見直し

こども家庭センターやサポートプランに基づく支援の連携の推進と評価の見直し

・人工内耳を装用している児への支援を評価

・意思疎通に関し専門性を有する人材を配置して支援を行った場合に評価

・「個別サポート加算（Ⅰ）」の見直し

著しく重度の障害児が利用した場合に評価

○不登校児童への支援の充実

・放課後等デイサービスにおいて、学校と連携を図りながら支援を行った場合に評価

○家族への相談援助等の充実

・訪問支援の促進の観点から、「家庭連携加算」（居宅への訪問による相談援助）の評

価の見直し

・家族ニーズや状況に応じた支援の提供とオンラインでの相談援助の推進の観点から、

「事業所内相談支援加算」（事業所での相談援助）の評価の見直し

・上記加算については、きょうだいも相談援助の対象であることを明確化

・家族の養育力向上の観点から、家族がこどもの特性や関わり方を学ぶ機会を提供した場合

     に評価
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○効果的な支援の確保・推進

・訪問支援時間の設定 訪問支援時間に下限を設定する

・訪問先と連携した個別支援計画

個別支援計画は保育所や学校等の訪問先と連携しての作成・見直しを求める

・関係機関との連携の評価

利用児童の支援に関わる保健・医療・教育・福祉等の関係機関と連携して個別支援計画の

         作成やケース会議を実施した場合の評価を行う

・オンライン活用の推進

訪問先施設職員へのフィードバックやカンファレンス、関係機関との連携に活用

・自己評価・保護者評価・訪問先評価の実施・公表

・「訪問支援員特別加算」の拡充と評価の見直し

当該職員による支援の実施とより経験のある訪問支援員への評価の見直し

・職種の異なる複数人のチームでの多職種連携による支援について評価

○支援ニーズの高い児への支援の評価

・重症心身障害児や医療的ケア児、重度障害児への支援の評価

・強度行動障害児への専門的支援を行う場合の評価

○家族支援の充実

・家族支援の評価の見直し 児童発達支援や放課後等デイサービスを参考とする

【保育所等訪問支援】
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○地域生活に向けた支援の充実

・早期からの計画的な移行支援の促進

１５歳以上に達した入所児童の移行支援計画の作成と計画に基づいた移行支援の実施を求

         める

・移行支援計画を作成・更新する際の、移行に関わる行政・福祉関係者の会議の開催と、移行に

      関する連携・調整を行った場合に評価する

・体験利用の活用の促進

強度行動障害児、重症心身障害児、特別な支援を必要とする入所児童の宿泊・サービス利用

         体験時に職員が事前に体験先と連携・調整を行い体験先へ付添等の支援を行った場合に評

         価する

・日中活動や移行支援の充実

「職業指導員加算」について専門的な支援の計画的な提供を求める内容に見直す

○小規模化等による質の高い支援の提供の推進

・できる限り良好な家庭的な環境の中で支援を行うよう努めることを求める

・ケアの小規模化の推進

基本報酬について、利用定員規模別の報酬設定をよりきめ細かく設定する。

あわせて大規模の定員区分について整理する。

「小規模グループケア加算」について、人員配置の強化を求め、評価を見直す。

※「小規模グループケア加算（サテライト）」についても同様。

【障害児入所施設】
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○支援ニーズの高い児への支援の充実

・「強度行動障害児特別支援加算」の体制・設備要件ならびに評価の見直し

①標準的な支援を行う上で必要な内容に整理し、評価を見直す

②行動障害の状態がより強い児への支援について、専門人材の配置や支援計画策定等の

         プロセスを求めたうえで評価を見直す

・被虐待児への支援の充実

医療機関と連携しながら心身面からの支援を行った場合に評価する

○家族支援の充実

・入所児童の家族に対して相談援助や養育力向上の支援等を行った場合に評価する



【内閣府】

障害者政策委員会 北川 聡子（日本知的障害者福祉協会 副会長）

【厚生労働省】

社会保障審議会 障害者部会 樋口 幸雄 （日本知的障害者福祉協会 会長）

社会保障審議会 福祉部会 井上 博 （日本知的障害者福祉協会 顧問）

厚生労働省・こども家庭庁の各種会議・事業への参画状況（令和6年度）

【障害者総合福祉推進事業】（厚生労働省）

療育手帳その他関係諸施策との影響や課題についての調査 服部 敏寛（地域支援部会 委員）

障害福祉現場における手続負担の軽減に関する調査研究事業 久木元 司（日本知的障害者福祉協会 政策委員長）

障害者の地域支援も踏まえた障害者支援施設の在り方に係る調査研究 樋口 幸雄（日本知的障害者福祉協会会長）

障害者支援施設における地域移行等の意向確認ﾏﾆｭｱﾙの作成に関する調査研究 榎本 博文（日本知的障害者福祉協会 副会長）

共同生活援助における支援内容の明確化及び支援の質の評価等に係る研究 久木元 司（日本知的障害者福祉協会 政策委員長）

知的障害者の恋愛、結婚等に係る情報提供、相談支援等に関する調査研究 北川 聡子（日本知的障害者福祉協会 副会長）

強度行動障害を有する者の集中的支援の取組推進にむけた調査研究 西田 武志（障害者支援施設 翼 施設長）

自治体における就労継続支援事業所の要件確認、就労継続支援の報酬体系及び一般就労中

の障害者の休職期間中における就労系障害福祉サービス等の実態に関する調査研究
志賀 正幸（生産活動・就労支援部会 部会長）

【その他】

就労選択支援に係るモデル事業 今村 健（生産活動・就労支援部会 委員）

知的障害者の支援機器に係るニーズ情報の収集・提供の在り方に関する検討 度会 哲賢（日本知的障害者福祉協会 常任理事）

【子ども・子育て支援等推進調査研究事業】（こども家庭庁）

障害児支援における支援の質の向上に関する調査研究 北川 聡子（日本知的障害者福祉協会 副会長）

インクルージョン推進における地域の実態把握に関する調査研究 北川 聡子（日本知的障害者福祉協会 副会長）

地域における母子保健・児童福祉・教育・医療等と障害児支援との連携体制の実態把握に関
する調査研究

橋本 伸子（児童発達支援部会 委員）

障害児支援分野における人材確保に関する調査研究 寶子丸 周吾（児童発達支援部会 副部会長）

【こども家庭庁】

こども家庭審議会 障害児支援部会 北川 聡子（日本知的障害者福祉協会 副会長）



•障害福祉分野における運営指導・監査の強化

•障害福祉分野における手続負担の軽減

（標準様式等の使用の基本原則化等）

•障害福祉サービス事業者等の経営情報の見える化
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居住支援の在り方に関する提言

はじめに

昨年の障害福祉サービス等報酬改定においては、障害者権利条約対日審査総括所見への対応も含め
た議論が行われ、障害者支援施設からの地域移行の方向性がこれまで以上に強く示されました。

地域移行は本人の「誰とどこで住みたいか」という意思を実現するという「目的」を達成するため
の様々な「手段」の中の一つであり、施設か地域かといったような両者を相対する捉え方ではなく、
あくまでも施設入所支援もグループホームも自宅等での生活も、暮らし方の選択肢の一つとして捉え
るべきであると考えます。
そのためには意思決定支援の取り組みをさらに促進することに加え、施設入所支援およびグループ

ホームが地域における暮らしのよりよい選択肢となるよう、障害福祉サービス事業者が自ら現状及び
課題を整理し、受け止め、自らその解決に向けた提案を示すことが必要と考えます。

当協会では令和３年６月２１日に開催された社会保障審議会障害者部会で示された「障害者総合支
援法等の見直しについて」の論点の中に居住支援として障害者支援施設に関する言及がなかったこと、
また居住支援については横断的、包括的に検討する必要性があると考えました。そこで、地域での暮
らし全般の支援のあるべき姿を未来志向で整理し、内外に発信することを目的として、令和３年に
「これからの居住支援及び居住支援に関連する各種支援の在り方について」をまとめました。
来年度より、国において障害者支援施設、グループホームについて議論されることを鑑み、居住支

援についてさらに具体的な提言としてまとめました。
令和７年３月１３日
公益財団法人日本知的障害者福祉協会
政策委員会
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居住支援に関する基本的な考え方

１．本人の意思が尊重される意思決定支援に基づくサービスの選択の推進

サービスの選択にあっては、権利擁護の観点から、特に知的障害のある人については、障害支援区分

に加え、どこでどのように暮らしたいのかという意思決定について、本人の意思が形成される支援、

意思を表出する支援が行われる体制が必要である。

２．障害の状況や年齢に関係なく、誰もが安心して暮らせる支援体制の構築

障害の状況や年齢など、様々な状況・環境にある誰もが安心して暮らすことができるメニューや支援

体制、住環境が必要である。

３．相談、在宅、社会生活も含めた包括的な暮らしの支援体制の推進

暮らしを支えるにあっては、居住に関する支援だけでなく、本人を支える様々な支援を包括的に提供

できる体制、ネットワークの構築が必要である。

４．本人にとって分かりやすいシンプルなサービス体系の整理

実際にサービスを利用する人にとって、機能などが類似するサービスを統合するなど、本人が分かり

やすいシンプルなサービス体系に整理するとともに、安定した事業運営が可能となる制度設計の構築が

必要である。

５．専門性の高い人材の確保・育成とサービスの質の評価の仕組みの構築

持続可能な制度とするためには、安定したサービス提供に向けた人材の確保と、サービスの質の向上

に向けた人材の育成、サービスの質の評価の仕組みが必要である。
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居住支援に関する基本的な考え方のイメージ

利 用 者

意思決定支援

に基づくサービスの選択

包括的な暮らし

の支援体制

誰もが安心

して暮らせる支援体制

シンプル

なサービス体系

人材の確保・育成

サービスの質の評価
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障害者支援施設の在り方についての提言

１．第一種社会福祉事業としての障害者支援施設の在り方について
【現状と課題】
・第一種社会福祉事業である障害者支援施設は、これまで特に支援度の高い利用者の受け入れ及び
支援等において、大きな役割を果たしてきたが、支援度が高い人でも障害者支援施設以外での暮
らしを推進する施策が進められ、グループホーム等でも支援度の高い人たちの暮らしを支援する
体制が整ってきている。このような背景にあって、改めて今の時代に求められる第一種社会福祉
事業としての障害者支援施設のあり方を明確にすることが求められる。

【提 言】
①共生社会の実現を目指す今日においては、まちづくりの一端を担うことが期待される社会福祉法
人が運営する障害者支援施設は、第一種社会福祉事業として、居住支援機能だけでなく地域の福
祉施策推進の中核的役割として、下記の機能を有することを明確にすべきである。

〇支援度の高い人たちの積極的な受け入れ
〇意思決定支援ガイドラインに基づいた
・個別支援計画の作成
・居住選択支援

・継続的な居住支援
・住環境の整備

・本人の望む暮らし
への移行支援

〇地域生活支援拠点等の中核的な役割（※）

・短期入所・緊急時対応・相談支援・社会体験

〇地域の権利擁護の拠点機能
〇地域での専門的人材の養成機能

地域の障害のある人への中核的支援機能居住支援機能・地域移行支援機
能

〇地域の事業所等へのスーパーバイズ・コ
ンサルテーション

〇地域の障害者理解と福祉文化の醸成

地域支援機
能

55※法人内他事業所との連携 による実施も含む



障害者支援施設の在り方についての提言

２．住まいの場と日中活動支援の場の在り方について
【現状と課題】
・障害者支援施設に暮らす利用者の日中の活動の場については、施設入所支援と一体的に運営され
る同一建物もしくは同一敷地内の生活介護等を利用するケースが多くを占めているのが現状であ
るが、意思決定支援に基づく選択肢の一つとして、昼夜分離の観点から、住まいの場と異なる場
所でのサービス提供の推進を求める声がある。

・施設入所支援利用者が他事業所の日中活動を利用することが少ない背景として、障害者支援施設
は施設入所支援と生活介護等の一体的な運営を要件としていることが考えられる。

・施設入所支援の報酬単価が十分でないため、生活介護等の時間帯の職員による早番や遅番などの
シフト勤務により、施設入所支援の時間帯の生活支援を行うことで夜間の支援及び経営が成り立
っている現状がある。そのため、施設入所支援利用者が他事業所の日中活動を利用すると、支援
体制や事業運営が維持できない。

・夜勤職員の確保に苦慮しており、人材確保に向けより多くの給与の支払いが必要となっている。
・昼夜分離の促進の手段については、他事業所の利用だけでなく、障害者支援施設が実施する生活
介護等の主たる事業所の敷地外への設置や、従たる事業所の活用も考えられるが、多くは同一敷
地内に主たる事業所があり、また従たる事業所の設置も少ないのが現状である。

・生活介護等の定員についても、最低実施人数（２０人）についてのみ規程されており、施設入所
支援の定員を上回らなければならない等、施設入所支援の定員との関係性に関する規程はないが、
実態として日中活動の定員が施設入所支援の定員を下回る障害者支援施設は見当たらない。

・障害者支援施設が実施する生活介護においては、夜勤等日中の時間帯以外および土日に勤務する
職員も生活支援員等の常勤換算数に含まれるため、体制届上同じ職員配置数でありながら通所型
の生活介護事業所と比べ日中の時間帯の実際の配置職員数が少ないという不均衡が生じているこ
とも指摘されている。
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障害者支援施設の在り方についての提言

２．住まいの場と日中活動支援の在り方について
【提 言】
①日中活動の場の選択肢として、従たる事業所の設置推進とともに、主たる事業所についても施設
入所支援の敷地外に設置することを希望する場合はこれを積極的に認めるべきである。

②主たる事業所の敷地外設置や従たる事業所の設置を推進するため、複数の建物による運営は同一
建物による運営と比べて経費が多く掛かることから、施設入所支援利用者が従たる事業所や敷地
外の主たる事業所に通所する場合であっても、運営が十分担保される報酬設定とすべきである。

③事業者が望む場合であって、利用者の日中活動の場が確実に保証される場合には、他事業所の利
用を推進する観点から日中活動支援の定員が施設入所支援を下回ることも認めるべきである。

④障害者支援施設が行う生活介護については、常勤換算数の算定（日中の時間帯に実際に配置して
いる職員数【下図】）や各種加算など、通所系の生活介護と諸条件を揃えるとともに、施設入所
支援単独で事業が成り立つ職員配置基準及び報酬設定とするべきである。
また現在施設入所支援の報酬に組み込まれている土日の日中の生活支援についても、昼夜を明確
化する観点から、土日の日中の支援を別に基本報酬として設定するべきである。
尚、上記の導入にあたっては一定期間の経過措置を設けるべきである。

（障害者支援施設の施設入所支援と生活介護の職員配置の考え方のイメージ）

夜
勤

夜
勤

早
番 日

勤 遅
番

生活介護の
職員配置

夜
勤

夜
勤

早
番 日

勤 遅
番

生活介護の
職員配置

施設入所支援の
職員配置

施設入所支援の
職員配置
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障害者支援施設の在り方についての提言

３．個室化・生活単位の小規模化について
【現状と課題】
・現状において多床室を有する障害者支援施設が多く存在していることから、個室化や生活単位の
小規模化など、障害者支援施設における生活環境の向上が求められる。

【提 言】
①新設・建て替え・大規模修繕を行う場合には、ニーズがある場合を除き原則個室化とするととも
に、生活単位の小規模化を推奨し、施設整備費補助の優先的採択および補助基準額の増額、小規
模の生活単位における生活支援員等の配置基準の設定と基本報酬の増額等を行うべきである。

②個室化・生活単位の小規模化に関する規模（入所定員）、人員配置、設備、加算単位等について
は、既に制度化されている障害児入所施設における小規模グループケアの仕組みを参考にすると
ともに、同制度の現状を勘案して設定すべきである。

③障害者支援施設の小規模化、生活環境の向上を目的として、サテライト施設を創設すべきである。
・規模等については、②に準ずる。
・一定期間継続後「引き続きサテライト施設として運営」「グループホームに転換」を選択でき
るなど、柔軟な対応ができるようにすべきである。

障害者支援施設

主たる施設

ｻﾃﾗｲﾄ

障害者支援施設

ｻﾃﾗｲﾄ

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

障害者支援施設

主たる＋サテライトの形態を継続
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グループホームの在り方についての提言

１．グループホームの類型・給付・職員配置・施設整備等について
【現状と課題】
・共同生活援助は既に重度・高齢の人たちも多く利用されており、今後さらにその役割を期待され
るサービスが、その支援内容と、訓練等給付の位置づけや世話人という職種名から連想される業
務内容のイメージに相違がある。

・職員は世話人・生活支援員・夜間支援従事者を置くこととなっているが、１人の職員が兼務して
包括的な支援を行っている場合も多く、現場の実態と乖離している。またそれぞれの職種の配置
数、新たに設けられた人員配置体制加算がそれぞれ別々の算定方法となっているため、必要な職
員数の計算が極めて複雑になっている。

・今般の報酬改定において、介護サービス包括型は１日目から日中支援加算を算定できることとな
り、定員や短期入所の要件を除き、実態として日中サービス支援型とあまり違いがない。

・複数類型を一体的に運営する場合でも、類型ごとに指定を受けるため、事務が非合理的である。
・重度・高齢の人が利用する場合は、建築面積が広くなることや、特殊機器の設置等により建築
費が高額になっている。

【提 言】
仕組みの簡素化による業務効率の向上を図ることで、支援の質の向上と人材不足の解消に向けた一
助となるよう、下記の通り制度を見直すべきである。
①介護サービス包括型と日中サービス支援型を統合し、介護給付の位置づけとする。
尚、統合にあっては、地域や事業者の実情によって運営形態が様々であることから、柔軟な運営
形態が認められることが望ましい。

②配置職種を生活支援員に一本化し、重度・高齢の方々も十分に支援できる職員配置基準とする。
③複数類型を併せて運営する多機能型グループホームとして指定を受けられるようにする。
④重度・高齢の人が利用するグループホームの施設整備費補助基準額の増額を行う。
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グループホームの在り方についての提言

２．グループホームの質の担保について
【現状と課題】
・グループホームの支援の質について多くの課題が指摘されているが、その要因として、
〇スキルや経験のない事業者の参入が増加している。
〇福祉サービス第三者評価の受審が極めて少ない。また評価機関も地域によっては不足している。
〇日中サービス支援型については、協議会等にてサービスの質を評価する仕組みがあるが、あく
までも評価・意見具申にとどまり、強制力がない。
また、質の問題については日中サービス支援型に限ったことではないが、上記の対象となって
いるのは日中サービス支援型のみとなっている。

〇日中サービス支援型は、本来高齢化や病気など、日中活動サービスを利用することが困難な人
への日中生活支援を行うことを目的として創設されたが、若く健康で他の日中活動サービスを
利用することが望ましい利用者に対しても昼間ホームで過ごすことを条件に、利用契約を行っ
ているなど、ホームが利用者を抱え込んでいるケースも散見される。

〇指定制度上は要件を満たしていれば指定を受けられるが、裏付けの確認が弱い場合があり、架
空の職員の配置などが行われ、結果として基準より少ない人数での支援になっている場合があ
る。

〇行政による指導監査・実地指導等の体制が事業所の急激な増加に追い付いていない。
などが考えられる

・令和６年度報酬改定により、令和７年度から「地域連携推進会議」の設置が義務付けられ、支援
の質について一定の効果が期待されるが、介護保険制度の課題と同様に形骸化する懸念もある。

・令和６年度報酬改定において総量規制について検討することが示されたが、いまだ居住支援の資
源は全国的に過不足状況について地域差が見られることに加え、国が示す障害者支援施設や病院
からの地域移行を推進するためには、その受け皿としてグループホームが果たす役割は大きい。
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グループホームの在り方についての提言

２．グループホームの質の担保について
【提 言】
①事業所指定の指定強化について
・事業所指定について以下の内容を要件として加えるべきである。
〇代表者および管理者は障害者支援の経験を有することを原則とし、経験がない場合は全国社会
福祉協議会が実施する社会福祉施設長資格認定講習の受講や、介護保険の仕組みに準じた施設
研修を実施するなど、一定の研修を受講することを要件とすること。

〇サービス管理責任者は、一定期間の居住系以外のサービス管理責任者の職務経験を有すること。
〇協議会等による聞き取りにおいて、協議会等の見解を添付させ、指定の参考とすること。

・総量規制については、全国一律に行うのではなく、市町村は障害福祉計画策定の際に必要数につ
いてニーズ調査を行った上で、算出した必要数に基づき指定を行うべきである。

②支給決定の手続きについて
・本会としては介護サービス包括型と日中サービス支援型の統合を提言しているが、統合されない
場合においては、日中サービス支援型の利用について、経常的に日中ホームで暮らすことについ
ては、本人の希望に基づきサービス等利用計画に記載の上で支給決定するなど、本人の意思に反
して日中ホームで過ごすことがないよう運用上の取り扱いを定めるべきである。

③事業開始後の支援の質の評価について
・協議会等の評価については可能な限り全類型を対象とすべきである。
・地域連携推進会議の委員の人選については、指定権者が必要と判断した場合は、指定権者が推薦
するグループホームの運営に見識のある者を複数名委員とすることを義務付けるべきである。

・上記見識のある者の人選として、指定権者は本会の各地方会等に協力を求めるなど、関連団体と
連携体制を図るべきである。

・地域連携推進会議が質の向上に寄与するよう、引き続き在り方について議論すべきである。
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終わりに

障害のある人たちが地域で暮らすにあたっては、住まいの支援である「居住支援」のみで成立するもの
ではなく、自宅等での介助や緊急時の支援などの「在宅支援」、日中活動支援や就労支援、移動支援など
の「社会生活支援」、困ったときの相談や、関係機関の調整等を行う「相談支援」、これらを包括的に支える
体制をもって初めて「暮らしの支援」と言えると考えます。

我が国は人口減少社会に入り、この20年で生産年齢人口（担い手）が急激に減少していく社会構造に変
化していくことになり、これまでの種別対応では対応しきれない地域が出てくるものと思われます。人材
確保や人材育成の観点からも地域において包括的かつ横断的な対応が求められる時代に入ってくるも
のと思われます

これからの社会福祉法人としての役割は、地域共生社会の実現に向け、法人が公益財としての認識のも
と、福祉の取組実践を重ね、地域の関係機関と連携して「地域の福祉課題」に対応していくことではない
かと考えます。特に重要な点として、社会福祉法人が自律的にこれらの課題を認識して中核的な役割を
発揮していく事が何より重要であると考えております。

本提言書は「居住支援」に特化した内容となっていますが、今後は長期的な視点に立った包括的な地域
での「暮らしの支援」を含む、障害者支援の在り方について検討していくこととしております。

今後も障害のある人たちの一人ひとりの「想い」を大切にし、地域の中で自分らしく暮らすことのできる
社会の実現に向けて活動してまいります。
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